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（開示の経過） 
系統用蓄電所の土地及び設備ならびに電力接続権の取得に関するお知らせ（第２号施設） 
 
 
本日開催の当社取締役会及び連結子会社である福山医療器株式会社において、系統用蓄電所の

土地、設備及び電力接続権を取得することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいた
します。 
 

記 
 
１．取得の理由 
当社は、2026 年４月 30 日付「新規事業（系統用蓄電池事業）の開始に関するお知らせ」な
らびに、2026 年５月 29 日付け「（開示の経過）系統用蓄電所の土地及び設備ならびに電力接続
権の取得に関するお知らせ」にて公表いたしましたとおり、中長期的な企業価値向上に向けた
新たな収益基盤の構築を目的として、系統用蓄電所事業への参入を進めております。 
 
系統用蓄電所は、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い重要性が高まっている電力需給の調
整機能を担うインフラであり、今後の市場拡大が期待される分野です。当社は、同分野を将来
の成長ドライバーの一つである考え、同分野への投資が安定的かつインフラ性の高い収益機会
を取り込むことを目的として、当社収益基盤の強化に資するものと判断し、収益性・立地・電
力接続条件等を総合的に検討し、案件の取得を進めております。 
 
今般、2026 年５月 29 日付「（開示の経過）系統用蓄電所の土地及び設備ならびに電力接続権
の取得に関するお知らせ」で公表いたしました第１号施設に続き、当社の事業方針に合致する
第２号施設の取得が可能となりましたため、系統用蓄電所の土地及び設備ならびに電力接続権
の取得、及びアグリゲーター（特定卸供給事業者）との契約（以下「本事業」）について決議い
たしました。本件は、事業開始予定日も 2026 年７月 17 日と、比較的早期の収益化が見込まれ
る案件です。 
 



 
当社は、本件取得により系統用蓄電池事業の展開を加速させ、安定的な収益源の確保及び企
業価値の向上を目指してまいります。 
 

２．本事業を取得する法人 
（１）名         称  福山医療器株式会社 
（２）所    在    地 広島県福山市手城町３丁目 14番 17 号 
（３）資        本         金  1000 万円（当社 100%出資） 
（４）代        表         者  代表取締役社長 菅原 正純 

（５）事     業     内     容 
医療機器、介護機器、介護用品、福祉用具の販売及び 
修理、点検 
系統用蓄電所に関わる事業 

 
３．本事業の概要 
（１）所      在      地 栃木県栃木市西方町金井４４ 
（２）名         称 西方町金井 2465 蓄電所 

（３）購入する資産の内容 系統用蓄電所事業用地：2,888 ㎡ 
同所での系統用蓄電所設備一式 

（４）最  大  受  電  電  力 １９９４ｋW 
（５）接  続  電  力  会  社 東京電力パワーグリッド株式会社 
本事業は、現在蓄電所設備の設置工事中です。 

 
４．本事業取得先及び取得金額 
取得先及び取得金額につきましては取得先の意向により非開示とさせていただきますが、取
得金額は、事業開始のための支出額が直近の固定資産の帳簿価額の 10％以上であり、決済方法
は現金（銀行振込）となります。 
資金調達については、当社自己資金を貸付金として福山医療器株式会社に貸付けます。 
 

５．本事業取得の日程 
（１）契        約        日  2026 年 6月 11 日（本日） 
（２）引        渡        日  2026 年 7月 17 日（予定） 
（３）事   業   開   始   日  2026 年 7月 17 日（予定） 
 

６．今後の見通しについて 
本事業は、2027 年３月期中の収益寄与を見込んでおります。 
 
2026 年５月 15 日に公表いたしました「2026 年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」における

2027 年３月期の連結業績予想には、系統用蓄電所事業を含む新規投資案件による収益を一定程度織
り込んでおりますが、本事業はその具体的な取得案件の一つであり、今後の当社収益基盤の拡大に
資するものと考えております。 
 



 
なお、現時点において本件が 2027 年３月期の連結業績に与える影響につきましては、今後、業績

予想の修正その他開示すべき事項が発生した場合には、すみやかに開示いたします。 
 

以上 


